
 

 

 

 

付 議 第 ５ 号 

 

 

高知県学校教育法施行細則の一部を改正する規則議案 

 

 

高知県学校教育法施行細則（昭和 29 年高知県教育委員会規則第２号）の一部

を別紙のとおり改正することについて、議決を求めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知県教育委員会事務委任等規則（平成４年教育委員会規則第１号） 

第２条 教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。 

(３) 規則及び訓令を制定し、又は改廃すること。  



- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

教 育 委 員 会 規 則  

-- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

高 知 県 学 校 教 育 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布

す る 。  

令 和  年  月  日  

高 知 県 教 育 長  長 岡  幹 泰  

高 知 県 教 育 委 員 会 規 則 第  号  

高 知 県 学 校 教 育 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

高 知 県 学 校 教 育 法 施 行 細 則 （ 昭 和 29年 高 知 県 教 育 委 員 会 規 則 第

２ 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

第 13条 中 「 （ 昭 和 22年 法 律 第 26号 。 ） 」 を 「 （ 昭 和 22年 法 律 第

26号 ） 」 に 改 め る 。  

別 記 第 ７ 号 様 式 中 「□印 」を 削 る 。  

附  則  

こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 知 県 教 育 委 員 会 規 則  

◎ 高 知 県 学 校 教 育 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 

別紙１ 
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○高知県学校教育法施行細則 

昭和29年３月26日教育委員会規則第２号 

改正 

昭和32年５月31日教育委員会規則第４号 

昭和34年10月24日教育委員会規則第７号 

昭和36年１月10日教育委員会規則第１号 

昭和46年11月26日教育委員会規則第12号 

昭和60年４月１日教育委員会規則第５号 

平成３年３月１日教育委員会規則第３号 

平成５年９月29日教育委員会規則第16号 

平成11年３月30日教育委員会規則第６号 

平成13年３月27日教育委員会規則第６号 

平成19年３月30日教育委員会規則第10号 

平成20年２月８日教育委員会規則第１号 

平成28年３月31日教育委員会規則第12号 

学校教育法施行細則をここに公布する。 

高知県学校教育法施行細則 

目次 

第１章 総則 

第１節 設置廃止等（第１条―第９条） 

第２節 削除 

第２章 小学校 

第１節 編制（第11条） 

第２節 就学（第12条・第13条） 

第３章 中学校（第14条） 

第３章の２ 義務教育学校（第14条の２） 

第４章 特別支援教育（第15条―第17条） 

附則 

第１章 総則 

第１節 設置廃止等 

（学校設置） 

第１条 公立学校（大学を除く。）の設置についての認可の申請又は届出は、学校教育法施行規則

（昭和22年文部省令第11号。以下「規則」という。）第３条の規定によるほか、次の書類を添え

てしなければならない。ただし、設置義務を負う者が設置する場合は、第３号及び第４号に掲げ

る書類の添付を省略することができる。 

(１) 事由書 

(２) 市町村又は市町村学校組合の議会の議決書謄本 

(３) 年度概決予算書謄本及び財源調書 

(４) 財源を起債に求める場合においては、起債償還年次表及び財政計画書 

(５) 校地の土地台帳謄本 

(６) 位置についての調書（学校の位置を表した市町村の図面及び校地と四隣との関係を明示し

た図面を含む。） 

(７) 校地（運動場及び実習地を含む。）及び建造物の配置図 

(８) 別記第１号様式による学年別学級数及び幼児児童生徒数並びに戸数及び人口見込調書 

(９) 飲料水の定性分析表 

(10) 学校組合立の場合においては、その組合規約の写し 

２ 規則第３条第３号の事項の変更についての認可の申請又は届出は、規則第５条第２項の規定に

よるほか、前項の規定に準じ必要書類を添えてしなければならない。 

（土地又は建物の権利の取得若しくは処分又は現状の変更） 

別紙２ 
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第２条 学校の校地、校舎等に関する権利を取得し、若しくは処分し、又は用途の変更、改築等に

よりこれらの現状に重要な変更を加えようとすることについての届出は、規則第６条の規定によ

るほか、次の書類を添えてしなければならない。 

(１) 市町村又は市町村学校組合の議会の議決書謄本 

(２) 経費及び財源調書 

(３) 校地の拡張の場合には、土地所有者の承諾書 

２ 規則第６条の図面は、次のものとする。 

(１) 校地の増減の場合には、位置及び面積の調書並びに拡張し、又は縮小する部分を明らかに

した校地実測図 

(２) 校舎等の増改築の場合には、校舎等の配置図及び設計図（仕様書及び設計書を含む。） 

（分校設置） 

第３条 分校の設置についての認可の申請又は届出は、規則第７条の規定によるほか、第１条の規

定に準じてしなければならない。 

（二部授業） 

第４条 規則第９条の規定による二部授業を行う場合の届出書に添える実施方法を記載した書類の

内容には、次の事項を含むものとする。 

(１) 学級編制 

(２) 二部授業を行う各部の学年、学級及び担任教員氏名 

(３) 二部授業を行う各部の授業始終時刻 

(４) 教室配置図 

（学級編制及びその変更） 

第５条 規則第10条第１項の規定による学級編制についての認可の申請又は届出の場合の児童又は

生徒の数についての事項は、別記第２号様式による学級編制表によるものとする。 

２ 学級編制の変更についての認可の申請又は届出は、規則第10条第２項の規定によるほか、次の

書類を添えてしなければならない。 

(１) 現在及び変更後の各教室の使用区分を記載した校舎配置図 

(２) 既往３年間の学年別児童数調書 

３ 規則第10条第２項の規定による学級編制の変更についての認可の申請又は届出の場合の児童又

は生徒の数についての事項は、別記第３号様式による学級編制表によるものとする。 

（高等学校の課程等の設置） 

第６条 高等学校（特別支援学校の高等部を含む。）の全日制の課程、定時制の課程、通信制の課

程、学科、専攻科又は別科（第９条において「高等学校の課程等」という。）の設置についての

認可の申請は、規則第11条の規定によるほか、第１条の規定に準じてしなければならない。 

（特別支援学校の各部の設置） 

第７条 特別支援学校の幼稚部、小学部、中学部又は高等部（第９条において「特別支援学校の各

部」という。）の設置についての認可の申請又は届出は、規則第13条の規定によるほか、第１条

の規定に準じてしなければならない。 

（設置者の変更） 

第８条 学校の設置者の変更についての認可の申請又は届出は、規則第14条の規定によるほか、市

町村又は市町村学校組合の議会の議決書謄本を添えてしなければならない。 

（学校等の廃止） 

第９条 学校、分校、高等学校の課程等又は特別支援学校の各部の廃止についての認可の申請又は

届出は、規則第15条の規定によるほか、市町村又は市町村学校組合の議会の議決書の謄本を添え

てしなければならない。 

第２節 削除 

第10条 削除 

第２章 小学校 

第１節 編制 

（学級編制表の提出） 

第11条 市町村教育委員会は、学校別に、毎年５月１日現在で別記第４号様式による学級編制表を

作成し、５月10日までに高知県教育委員会に２部提出しなければならない。 
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第２節 就学 

（就学義務の猶予又は免除の許可） 

第12条 規則第34条の規定による就学義務の猶予又は免除の許可の申請は、別記第６号様式による

許可願に医師その他の者の証明書を添えてしなければならない。 

（教育事務の委託） 

第13条 学校教育法（昭和22年法律第26号）第40条第１項の規定に基づき教育事務を委託した場合

の届出は、届出書に、次の書類を添えてしなければならない。 

(１) 市町村又は市町村学校組合の議会の議決書謄本 

(２) 委託開始年月日及び学年別委託児童数を記載した書類 

(３) 通学区域を示した地図 

(４) 委託に関する規約の写し 

第３章 中学校 

（準用） 

第14条 前３条の規定は、中学校について準用する。 

第３章の２ 義務教育学校 

（準用） 

第14条の２ 第11条から第13条までの規定は、義務教育学校について準用する。 

第４章 特別支援教育 

（就学） 

第15条 学校教育法第17条第１項又は第２項の規定により特別支援学校に入学させなければならな

い者の就学については、学校教育法施行令（昭和28年政令第340号。次条において「令」という。）

第１章第３節に定めるところによるほか、この章の定めるところによる。 

（就学者の通知） 

第16条 令第11条第１項（令第11条の２、第11条の３、第12条第２項及び第12条の２第２項におい

て準用する場合を含む。）の規定により市町村教育委員会が高知県教育委員会に通知するときは、

別記第７号様式による特別支援学校就学該当者調書によるものとする。 

（準用） 

第17条 第12条の規定は、特別支援学校について準用する。 

附 則 

１ この教育委員会規則は、公布の日から施行し、昭和28年10月31日から適用する。 

２ 学校教育法施行細則（昭和28年高知県教育委員会規則第８号）は、廃止する。 

付 則（昭和32年５月31日教育委員会規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和34年10月24日教育委員会規則第７号抄） 

１ この規則は、昭和34年10月25日から施行する。 

付 則（昭和36年１月10日教育委員会規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（昭和46年11月26日教育委員会規則第12号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和60年４月１日教育委員会規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３年３月１日教育委員会規則第３号） 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則（平成５年９月29日教育委員会規則第16号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成５年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正前の各規則に規定する様式については、この規則による改正後の各規則の

規定にかかわらず、平成７年３月31日までの間は、残品の限度で使用することができる。 

附 則（平成11年３月30日教育委員会規則第６号） 

この規則は、平成11年４月１日から施行する。 
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附 則（平成13年３月27日教育委員会規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成19年３月30日教育委員会規則第10号） 

この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年２月８日教育委員会規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年３月31日教育委員会規則第12号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

別記 

第１号様式（第１条関係） 
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第２号様式（第５条関係） 
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第３号様式（第５条関係） 

 
第４号様式（第11条関係） 

 

7



 

第５号様式 削除 

第６号様式（第12条関係） 
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第７号様式（第16条関係） 
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高知県学校教育法施行細則の一部を改正する規則議案説明 

 

この規則は、押印の廃止等必要な改正をしようとするものである。 

参考資料１ 
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新      旧      対      照      表 

新 

高知県学校教育法施行細則（抜粋） 

 

旧 

高知県学校教育法施行細則（抜粋） 

 

（教育事務の委託） （教育事務の委託） 

第13条 学校教育法（昭和22年法律第26号）第40条第１項の規定に

基づき教育事務を委託した場合の届出は、届出書に、次の書類を

添えてしなければならない。 

第13条 学校教育法（昭和22年法律第26号。）第40条第１項の規定

に基づき教育事務を委託した場合の届出は、届出書に、次の書類

を添えてしなければならない。 

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略 
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第７号様式（第16条関係） 第７号様式（第16条関係） 

  

 

1
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